
別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

3

1

1

1

● 全部直営 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

「公有用地の拡大の推進に関する法律」及び「土地収用法」に基づき設置された八代市土地開発公社の運営補助であるため、効果の数値化は難しい。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 1.25 1.25 1.25 1.25

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 8,750,000 8,750,000 8,750,000 8,750,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

559,000 559,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 591,632 394,083 559,000 559,000 559,000 559,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

559,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 394,083 9,309,000 9,309,000 9,309,000 9,309,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 591,632 394,083 559,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

経済的不況が続き、土地購入希望者が少なくなっている。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

土地購入希望者 ・宅地分譲地の維持管理及び販売

・市民課電光掲示板、市広報誌、住宅展示場でのチラシ配布などで周知を行
い、完売をめざす。

・残区画　　個人住宅用1区画　面積：   308．51㎡（93．32坪）
　　　　　　　 集合住宅用1区画　面積：2823．82㎡（854．21坪）

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

残り2区画の完売をめざし、定住促進につなげたい。

根拠法令、要綱等 「公有用地の拡大の推進に関する法律」「土地収用法」

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 12 02 01

事業コード（大－中－小） 03

うるおいのある快適なまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

土地開発公社貸付事業

会計区分 01 一般会計

計画的な土地利用の推進

事務事業の概要
（全体事業の内容）

【土地開発公社】八代市土地開発公社は、地域の秩序ある整備を図るために必要な公共用地及び公有用地の取得、造成、管理及び処分
等を行うことにより、地域の秩序ある整備と市民福祉の増進に資することを目的に、八代市が全額出資で設立した法人（「公有用地の拡大
の推進に関する法律」に基づく特別法人）である。
【計画】八代市土地開発公社の健全かつ適正な運営を維持するため、運営経費の補助を行う。
【概要】八代市の委託事業（有佐駅西側宅地整備事業）に伴い、公社が借り入れた事業資金にかかる利子分を負担する。また、運営費及び
一般管理費についても負担する。

11 05

事務事業の目的
平成17年8月1日の市町村合併に伴い、鏡町土地開発公社が行っていた宅地分譲業務を八代市土地開発公社が引き継ぐことになった。全
22区画のうち、現在20区画を販売済み。積極的なＰＲ活動を通じて集合住宅区画を含む残り2区画を早急に完売し、定住促進に努めたい。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 安全で快適に暮らせるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 土地利用の適切な誘導

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250899 事務事業評価票 所管部長等名 建設部長　市村　誠治

所管課・係名 用地課 用地係    

評価対象年度 平成25年度 課長名 本田　正剛

土地開発公社貸付事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

　薄れていない

● 　少し薄れている

　薄れている

　妥当である

● 　あまり妥当でない

　妥当でない

　順調である

● 　あまり順調ではない

　順調ではない

　見直しの余地はない

● 　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

法に基づき設置された公社の運営事業であり、市の議員・部長で構
成する公社理事会を開催し、意見・要望を聴取しながら、必要最小限
の維持管理の経費であるので難しい。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

法に基づき設置された公社の運営事業であり、必要最小限の維持管
理の経費であるので難しい。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

必要最小限の維持管理の経費であるので難しい。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

個人住宅用の分譲地1区画が残っており、また集合住宅用の分譲地
は面積が広すぎて売買に至っていない。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

分譲地完売のために集合住宅用の分譲地を区割り造成し、個人住
宅用に販売する予定である。

必要最小限の維持管理の経費であるので難しい。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

法に基づき設置された公社の運営事業であり、市の議員・部長で構
成する公社理事会を開催し、意見・要望を聴取し、監査も受けてい
る。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

定住促進という目的では必要であるが、民間の事業と競合している。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

定住促進という目的ではあるが、分譲地の完売後は民間の事業と競
合するので、新規の造成分譲は検討が必要

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

「公有用地の拡大の推進に関する法律」及び「土地収用法」に基づき設置された八代市土地開発公社の運営補助であるため、効果の数値化は難しい。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

土地開発公社貸付事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

「特になし」

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

法に基づき設置された公社の運営事業であり、市の議員・部長で構成する公社理事会を開催し、意見・要望を聴取しながら、計画を実行し周知
広報に努め完売をめざす。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

法に基づき設置された公社の運営事業であることから、市の議員・部長で構成する公社理事会
を開催し、意見・要望を聴取しながら、事業を進めていく。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 無 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下

土地開発公社貸付事業 Page 3 of 3



別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

3

3

1

1

● 全部直営 一部委託 全部委託 ● 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

・各課から用地買収取得依頼や道路拡幅による地権者から寄付採納に伴う事務処理依頼があり、不動産登記法に基づき所有権移転登記の事務処理を
行うもので、効果の数値化はできない。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

1.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 1.00

実績 - -

実績

1.00 1.00 1.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 2.50 2.50 2.50 2.50

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 17,500,000 17,500,000 17,500,000 17,500,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

2,221,000 2,221,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 2,039,709 2,039,609 2,221,000 2,221,000 2,221,000 2,221,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

2,221,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 2,039,609 19,721,000 19,721,000 19,721,000 19,721,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 2,039,709 2,039,609 2,221,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

事務処理件数は、年々増加している。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

所有権移転登記事務 登記全般を実務経験豊富な者に嘱託することで、助言を受けながら早急な事
務処理を行う。

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

多様な登記手続きに敏速に対応し、早急な事務処理を行う。

根拠法令、要綱等 民法、不動産登記法

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 07 01 01

事業コード（大－中－小） 03

暮らしを支えるまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

公共用地取得・登記事務事業

会計区分 01 一般会計

便利で快適な交通基盤整備

事務事業の概要
（全体事業の内容）

公共用地の取得や寄付採納、市有財産の払下げ等に伴う登記事務全般の専門的業務の事務処理

31 15

事務事業の目的
・登記全般を実務経験豊富な者に嘱託することで、多様で難しい登記手続きに敏速に対応し早急な事務処理を行う。
・公共用地の取得に伴う用地交渉事務に必要な経費を計上する。

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 安全で快適に暮らせるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 広域交通網の形成

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250901 事務事業評価票 所管部長等名 建設部長　市村　誠治

所管課・係名 用地課 用地係   

評価対象年度 平成25年度 課長名 本田　正剛

公共用地取得・登記事務事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

● 　妥当である

　あまり妥当でない

　妥当でない

● 　順調である

　あまり順調ではない

　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

法に基づく事務処理であるため。委託による効率化を検討することは
できない。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

法に基づく事務処理であるため。統合による効率化を検討することは
できない。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

数年前に人員が削減されているため、無理である。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

法に基づく事務処理である。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

法に基づく事務処理である。

法に基づく事務処理であるため、見直しはできない。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

法に基づく事務処理である。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

法に基づく事務処理である。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

法に基づく事務処理である。

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

・各課から用地買収取得依頼や道路拡幅による地権者から寄付採納に伴う事務処理依頼があり、不動産登記法に基づき必ず所有権移転登記の事務処
理を行うもので、効果の数値化はできない。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -

公共用地取得・登記事務事業 Page 2 of 3



別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

「特になし」

●

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

事業担当課の事業進捗に係わる事務であるので、少しでも早く事務処理が完了するように効率化を図る。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

法に基づく財産の権利関係の事務処理であるので、事務改善を図りながら事業推進に努めて
いく。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 無 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上

維持

低下
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別記様式（第５条関係）

No

― ―

― ―

3

1

2

1

● 全部直営 一部委託 全部委託 1 義務である

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）） ● 2 義務ではない

〈記述欄〉※数値化できない場合

残区画は1区画であり、販売価格及び買取希望者の審査を八代市宅地分譲審査委員会で行っている。また学識経験者、市民代表者、公益代表者からな
る委員会の委員から意見・要望も聴取していることから、数値化できない。

②

実績 - - - -
③

計画 -

-

- -

-

計画 -

0.00

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

臨時職員等従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） - 0.00

実績 - -

実績

0.00 0.00 0.00

29年度

①
計画 -

- -

- 0.00 0.60 0.60 0.60 0.60

29年度見込

概算人件費（正規職員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 0 4,200,000 4,200,000 4,200,000 4,200,000

正規職員従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

人件費 24年度 25年度 26年度見込 27年度見込

143,000 143,000

28年度見込

0 0 0

一般財源 　（特別会計→事業収入） 140,776 8,116 143,000 143,000 143,000 143,000

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

143,000

財
源
内
訳

国県支出金 0

総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） - 8,116 4,343,000 4,343,000 4,343,000 4,343,000

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 140,776 8,116 143,000

その他特定財源 　（特別会計→繰入金） 0

0

地方債 0

事業開始時点からこれまでの状況変化等

経済的不況で土地購入希望者が減少している。

コスト推移 24年度決算 25年度決算 26年度予算 27年度見込 28年度見込 29年度見込

（Ｄo）　事務事業の実施

評価対象年度の事業の内容

対象 （誰・何を） 内容 （手段、方法等）

土地購入希望者 ・宅地分譲地の維持管理及び売却

・八代市宅地分譲審査委員会（2年に1回開催）において販売価格及び買取希
望者の審査を行い、八代市宅地分譲取扱要綱に基づき売却している。

・市民課電光掲示板、市広報誌、住宅展示場でのチラシ配布などで周知を行
い、完売をめざす。

・残区画：1区画　面積：386.49㎡（116.91坪）

成果目標 （どのような効果をもたらしたいのか）

宅地分譲地を販売することで定住促進を図る。

根拠法令、要綱等

実施手法
（該当欄を選択）

法令による実施義務
（該当欄を選択）

事業期間 開始年度 合併前 終了年度 未定

款項目コード（款-項-目） 07 06 02

事業コード（大－中－小） 03

うるおいのある快適なまちづくり

施策の展開（項）　【施策】

宅地分譲貸付事業

会計区分 01 一般会計

安心で快適な住環境の形成

事務事業の概要
（全体事業の内容）

旧東陽村で造成した宅地分譲地（残1区画）の維持管理と早期売却をめざす。

12 15

事務事業の目的
定住促進のために造成した宅地分譲地の販売

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 安全で快適に暮らせるまち

施策の大綱（節）　【政策】

具体的な施策と内容 住環境の整備

事務事業名

（Ｐｌａｎ）　事務事業の計画

4250900 事務事業評価票 所管部長等名 建設部長　市村　誠治

所管課・係名 建設部_用地課 

評価対象年度 平成25年度 課長名 本田　正剛

宅地分譲貸付事業 Page 1 of 3



別記様式（第５条関係）

● 　結びつく

　一部結びつく

　結びつかない

● 　薄れていない

　少し薄れている

　薄れている

　妥当である

● 　あまり妥当でない

　妥当でない

　順調である

　あまり順調ではない

● 　順調ではない

● 　見直しの余地はない

　検討の余地あり

　見直すべき

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

● 　できない

　検討の余地あり

　可能である

●

　検討の余地あり

　見直しが必要である

実施方法の

効率性

①

　　　　　　　【民間委託等】
民間委託、指定管理者制度の導入な
どにより、成果を下げずにコストを削減
することは可能ですか

市有財産の維持管理及び処分であることから、条例・要綱に基づき
取り組んでおり、必要最小限の維持管理の経費であるので難しい。

②

　 　　　【他事業との統合・連携】
目的や形態が類似・関連する事業と
の統合・連携によりコストの削減は可
能ですか

必要最小限の維持管理の経費であるので難しい。

③

　　　　　　【人件費の見直し】
現状の成果を下げずに非常勤職員等
による対応その他の方法により、人件
費を削減することは可能ですか

必要最小限の維持管理の経費であるので難しい。

④

　　　　  【受益者負担の適正化】
事務事業の目的や成果から考えて、
受益者負担を見直す必要はあります
か(引上げ・引下げ・新たな負担・廃
止）

　見直しの余地はない

活動内容の

有効性

①
　　　　　 【事業の達成状況】
成果目標の達成状況は順調に推移し
ていますか

残り1区画になったが、売却が進まない。

②

　 　 　　【事業内容の見直し】
成果を向上させるため、事業内容を見
直す余地はありますか
（成果をこれ以上伸ばすことはできま
せんか）

可能な限り周知広報を行い、売却努力を行っている。

必要最小限の維持管理の経費であるので難しい。

事業実施の

妥当性

①

　　　　　【計画上の位置付け】
事業の目的が上位政策・施策に結び
つきますか

市有財産の維持管理及び処分であり、定住促進という目的から結び
つく。

②

　 　　　【市民ニーズ等の状況】
市民ニーズや社会状況の変化により、
事業の役割が薄れていませんか

定住促進という目的では必要である。

③

　　　　 【市が関与する必要性】
市が事業主体であることは妥当です
か（国・県・民間と競合していません
か）

定住促進という目的ではあるが、完売後は民間の事業と競合するの
で、新規の造成分譲の事業は検討が必要

着眼点 チェック 判断理由

実績 - -

③

-

- -

〈記述欄〉※数値化できない場合

残区画は1区画であり、販売価格及び買取希望者の審査を八代市宅地分譲審査委員会で行っている。また学識経験者、市民代表者、公益代表者からな
る委員会の委員から意見・要望も聴取していることから、数値化できない。

（Ｃｈｅｃｋ）　事務事業の自己評価

計画

実績 - - - -

②

計画 -

--

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

①

実績 - -

計画 -
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別記様式（第５条関係）

1 不要（廃止）

2 民間実施

4 市による実施（要改善）

● 5 市による実施（現行どおり）

6 市による実施（規模拡充）

決算審査特別
委員会における

意見等

（委員からの意見等）

「特になし」

H25取組内容

（Ａｃｔｉｏｎ）　事務事業の方向性と改革改善

改革改善内容

今後の改革改善の取組と、もたらそうとする効果

八代市宅地分譲審査委員会の委員には、不動産鑑定士も就任してもらっていることから、土地の販売価格が適正価格であるかなど、委員から
意見・要望を聴取しながら、周知に努め完売をめざす。

今後の
方向性

（該当欄を選択）

（今後の方向性の理由）

市有財産の維持管理及び処分であることから、条例・要綱に基づく八代市宅地分譲審査委員会
に土地価格や買取希望者の審査を諮りながら、事業を進めていく。

3 市による（民間委託の拡大・市民等との協働等）

改革改善による期待成果

コスト 外部評価の実施 無 実施年度

削減 H25進捗状況維持 増加
改
善
進
捗
状
況
等

成
果

向上 ●

維持

低下
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